平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	水江　一弘・児玉　智明・小田中　稔・髙橋　直美・立野　浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年１０月１１日（木）

	調査先　自治体名等
	京都府　舞鶴市

	調査項目
	子ども未来室について

	調査目的
	幼児期から学齢期にかけての一貫した子ども・子育て支援の在り方について

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：８６，９３１人（Ｈ２４．４．１現在）　　　行政面積：３４２．１５ｋ㎡

２　視察内容
①　平成１５年度に教育委員会へ設置された経緯

②　平成２１年度に保健福祉部へ機構改正された経緯

③　保険福祉部へ移ってからの「子ども未来室」の業務

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	　舞鶴市では、「少子化」「子育て支援」「発達障害児への一貫した支援」など、新たなニーズに対応するため、平成１４年、保健福祉部と教育委員会の子どもに関連する施策の部長が中心となり、「少子化等子ども総合対策検討会議」が設置され、業務の効率化、窓口の一本化、市民目線の子育て支援等についての検討が行われ、翌、平成１５年、教育委員会に子育て支援部門が設置された。

設置理由として、幼児期から学齢期・青年期までの一体的な施策展開には学校教育との連携が重要であること、従来から地域とのつながりが深い青少年課が教育委員会にあること、放課後児童クラブは児童館ではなく、学校施設に置くことなどが示されている。

具体的には、「青少年課」を発展的に解消し、新たに教育委員会内に「子育て支援課」が設置されている。
業務面では、従前、青少年課所管の「青少年健全育成」、社会教育課所管の「家庭教育施策」、児童障害福祉課所管の「放課後児童健全育成事業」「児童育成計画」等の業務が「子育て支援課」へ集約され、また、人事面では、教育委員会社会教育部次長と保険福祉部次長を兼務する管理職を配置している。

機構改正後の新たな子育て支援対策として以下７つの事業が行われている。①子ども総合相談センターの開設②子ども育成支援協会、地域子育て支援協議会の設立③ファミリー・サポート・センターの開設④舞鶴市次世代育成支援対策推進行動計画の策定⑤放課後児童クラブの開設⑥子育て支援基幹センターの開設、地域子育て支援センターの開設⑦子育てに関する意識啓発の推進

教育委員会に子育て支援部門を設置し、これ等、新たな事業が行われたことにより、地域の子育て支援体制の確立、放課後児童クラブの推進、子どもの相談窓口が一本化される等の効果が上がっている。　

一方、教育行政と子育て支援の関わり方や発達障害児などの一貫した支援に於いて、課題も浮かび上がった。

「子育て支援課」は“子育て”をする親支援の視点から設置されたが、福祉的支援の必要な子どもの直接支援が必要とされ、平成２１年に再び機構改正が行われた。
この改正による大きな変化は、教育委員会から市長部局の保健福祉部へ子どもに関する部門を移管した点で、具体的には、保健福祉部「児童福祉課」の児童を担当する部門と教育委員会「子育て支援課」を統合し、「子ども未来室」が創設され、子育て支援策に福祉が組み込まれたことである。　

「子ども未来室」に新たに設置された「子ども支援課」には保育士が配置され、保育所等を巡回し、支援を必要とする子どもの個別支援計画に繋げるなど、特に発達障害児等の支援が進んでおり、平成２３年度には、厚労省の「発達障害者等支援都市モデル」の指定を受けている。今後は、「子ども・子育て新システムへの対応」や「シームレスな（繋ぎ目のない）子どもの育ち」を目指した施策の展開が検討されている。
視察を通じ、福祉部門と教育部門が一体となったことで、福祉的支援が必要な子どもへの直接支援が可能となり、子どもや子育てに関する支援体制の強化に繋がっている点が優れているとの感想を持った。また、注目した点は、発達障害児の発見率である。

舞鶴市では、各保育所に発達障害児担当を１名配置しており、子どもの発達状況の把握に努めている。この配置により、文科省調査で全国平均６．３％とされる発達障害児の占める割合に近い数値での発見が可能となっている。
臨床心理士など有資格者を配置するのではなく、保育所内の担当者が研修を受け、発達障害児の対応に当たっており、こうした取り組みにより、子どもの発達状況に、より注意が注がれ発見率を高めることに繋がっている。また、発達支援保育士が必要と判断された場合、市単独での加配もされている。

発達障害は早期発見・早期支援が必要とされており、発達障害支援の点に於いても舞鶴市での取り組みは、大変参考となる視察であった。


